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　　　　　　令和5年度6月補正予算（案）　会計別集計表

（単位:千円）

令和4年度

現計予算 6月補正 合計 当初予算 率

            A B （A+B）　C D (C/D) %

203,142,000 13,000,000 216,142,000 203,260,000 6.3

147,538,000 4,456,000 151,994,000 145,672,000 4.3

 特別会計 102,183,000 23,000 102,206,000 100,303,000 1.9

 国民健康保険 50,455,000 50,455,000 49,970,000 1.0

 財産区 235,000 235,000 228,000 3.1

 土地取得 471,000 471,000 471,000

 公設地方卸売市場事業 374,000 374,000 346,000 8.1

 農業集落排水事業 168,000 168,000 158,000 6.3

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 122,000 122,000 73,000 67.1

 介護保険 43,152,000 23,000 43,175,000 42,046,000 2.7

 後期高齢者医療 7,205,000 7,205,000 6,897,000 4.5

 大分駅南土地区画整理清算事業 2,000 △ 100.0

 横尾土地区画整理清算事業 1,000 1,000 112,000 △ 99.1

 水道事業会計 15,916,000 3,450,000 19,366,000 18,536,000 4.5

 公共下水道事業会計 29,439,000 983,000 30,422,000 26,833,000 13.4

350,680,000 17,456,000 368,136,000 348,932,000 5.5

増減

会      計     区     分

 一般会計

  総        合        計

 特別会計・水道事業会計・
 公共下水道事業会計

令和5年度
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〈 歳　　入 〉 　　　（単位:千円、％）

現計予算 6月補正 　　計　　A 構成比 　当初予算　B 構成比 金額 (A-B) 率(A/B) 

 自 主 財 源　　　　① 99,121,366 3,023,586 102,144,952 47.3 97,248,595 47.8 4,896,357 5.0

80,105,202 1,313,230 81,418,432 37.7 78,888,192 38.8 2,530,240 3.2

911,333 14,300 925,633 0.4 1,293,637 0.6 △ 368,004 △ 28.4

3,482,272 3,482,272 1.6 3,471,882 1.7 10,390 0.3

221,965 1,000 222,965 0.1 214,314 0.1 8,651 4.0

1,410,000 1,410,000 0.7 1,310,000 0.6 100,000 7.6

3,342,514 1,548,740 4,891,254 2.3 4,450,179 2.2 441,075 9.9

2,052,000 304,276 2,356,276 1.1 1 2,356,275

7,596,080 △ 157,960 7,438,120 3.4 7,620,390 3.8 △ 182,270 △ 2.4

 依 存 財 源　　　　② 104,020,634 9,976,414 113,997,048 52.7 106,011,405 52.2 7,985,643 7.5

1,786,600 1,786,600 0.8 1,743,400 0.9 43,200 2.5

17,000 17,000 42,000 △ 25,000 △ 59.5

168,000 168,000 0.1 167,000 0.1 1,000 0.6

190,000 190,000 0.1 260,000 0.1 △ 70,000 △ 26.9

1,000,000 1,000,000 0.5 1,050,000 0.5 △ 50,000 △ 4.8

12,371,000 12,371,000 5.7 11,206,000 5.5 1,165,000 10.4

81,000 81,000 79,000 2,000 2.5

80,000 80,000 110,000 0.1 △ 30,000 △ 27.3

18,000 18,000 18,000

600,000 600,000 0.3 625,000 0.3 △ 25,000 △ 4.0

10,200,000 10,200,000 4.7 9,970,000 4.9 230,000 2.3

81,000 81,000 81,000

45,775,194 3,319,642 49,094,836 22.7 43,572,201 21.5 5,522,635 12.7

15,497,940 1,218,372 16,716,312 7.8 15,153,204 7.5 1,563,108 10.3

16,154,900 5,438,400 21,593,300 10.0 21,934,600 10.8 △ 341,300 △ 1.6

203,142,000 13,000,000 216,142,000 100.0 203,260,000 100.0 12,882,000 6.3

 使用料及び手数料

令和5年度 一般会計6月補正予算(案）

区　　分

令和5年度 令和4年度 増 　　減 

 市税

 分担金及び負担金

 地方譲与税

 財産収入

 寄附金

 繰入金

 繰越金

 諸収入

 利子割交付金

 配当割交付金

 株式等譲渡所得割交付金

 法人事業税交付金

 地方消費税交付金

 ゴルフ場利用税交付金

 環境性能割交付金

 地方特例交付金

 地方交付税

 市債

合　　計（①+②）

 国有提供施設等所在市町村
 助成交付金

 交通安全対策特別交付金

 国庫支出金

 県支出金
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〈 歳　　出 〉 　　　（単位:千円、％）

現計予算 6月補正 　　　計　 A　 構成比 当初予算 B 構成比 金額 (A-B) 率(A/B) 

921,208 921,208 0.4 921,494 0.5 △ 286

23,072,392 1,783,182 24,855,574 11.5 16,006,490 7.9 8,849,084 55.3

目 87,832,068 982,632 88,814,700 41.1 86,357,201 42.5 2,457,499 2.8

17,815,169 380,988 18,196,157 8.4 20,371,289 10.0 △ 2,175,132 △ 10.7

225,981 225,981 0.1 228,528 0.1 △ 2,547 △ 1.1

2,403,686 703,859 3,107,545 1.5 2,749,247 1.3 358,298 13.0

的 8,612,598 3,036,940 11,649,538 5.4 7,677,151 3.8 3,972,387 51.7

17,148,958 4,834,291 21,983,249 10.2 21,350,858 10.5 632,391 3.0

5,640,365 202,700 5,843,065 2.7 6,026,877 3.0 △ 183,812 △ 3.0

20,377,379 1,075,408 21,452,787 9.9 21,784,941 10.7 △ 332,154 △ 1.5

別 23,000 23,000 62,600 △ 39,600 △ 63.3

18,769,196 18,769,196 8.7 19,423,324 9.6 △ 654,128 △ 3.4

300,000 300,000 0.1 300,000 0.1

203,142,000 13,000,000 216,142,000 100.0 203,260,000 100.0 12,882,000 6.3

30,467,031 200 30,467,231 14.1 31,073,808 15.3 △ 606,577 △ 2.0

義務的 63,150,740 214,100 63,364,840 29.3 61,726,435 30.4 1,638,405 2.7

経　費 18,769,196 18,769,196 8.7 19,423,324 9.6 △ 654,128 △ 3.4

112,386,967 214,300 112,601,267 52.1 112,223,567 55.3 377,700 0.3

性 補 助 17,487,838 3,869,897 21,357,735 9.9 15,622,715 7.7 5,735,020 36.7

単 独 7,785,109 2,789,809 10,574,918 4.9 10,795,276 5.3 △ 220,358 △ 2.0

投資的 県 工 事 1,421,655 1,421,655 0.6 1,261,322 0.6 160,333 12.7

経　費 計 25,272,947 8,081,361 33,354,308 15.4 27,679,313 13.6 5,674,995 20.5

質 23,000 23,000 62,600 △ 39,600 △ 63.3

25,295,947 8,081,361 33,377,308 15.4 27,741,913 13.6 5,635,395 20.3

27,621,043 624,451 28,245,494 13.1 26,993,990 13.3 1,251,504 4.6

2,437,352 76,790 2,514,142 1.2 2,648,435 1.3 △ 134,293 △ 5.1

別 15,163,301 3,914,198 19,077,499 8.8 12,840,230 6.3 6,237,269 48.6

3,873,840 3,873,840 1.8 4,082,120 2.0 △ 208,280 △ 5.1

255,139 255,139 0.1 481,703 0.2 △ 226,564 △ 47.0

183,499 183,499 0.1 193,348 0.1 △ 9,849 △ 5.1

15,624,912 88,900 15,713,812 7.3 15,754,694 7.8 △ 40,882 △ 0.3

300,000 300,000 0.1 300,000 0.1

203,142,000 13,000,000 216,142,000 100.0 203,260,000 100.0 12,882,000 6.3

令和5年度 一般会計6月補正予算（案）

  区        分
令和5年度 令和4年度 増     減

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

計

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

計

普 通
建 設
事業費

災害復旧事業費

計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

貸 付 金

出 資 金

積 立 金

繰 出 金

予 備 費

計
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◎一般会計
（単位：千円）

1,783,182

名誉市民追悼関連事業 総務課 9,000
大分市名誉市民である磯崎新氏が逝去されたため、弔慰を示す追悼行事を開催
する。

大分県物品入札電子化共同
運用事業

契約監理課 29,756
入札参加資格審査の審査基準や手続きを県と市町村で統一化するとともに、競争
入札等の手続きを電子化し、共同運用する。

地域まちづくりビジョンフォロー
アップ事業

市民協働推進課 3,477
市内13地域において、地域まちづくりビジョンの実現に向けた地域まちづくりビジョ
ンフォローアップ会議を開催する。

防犯設備補助事業
生活安全・男女

共同参画課
5,000

高齢者を中心とした特殊詐欺等の被害防止を図るため、特殊詐欺等防止機能付
き電話機の購入に係る費用の一部を補助する。

荷揚町小学校跡地複合公共施
設整備事業

企画課 1,065,606
令和3年度に事業契約を締結している荷揚町小学校跡地複合公共施設の整備に
ついて、物価変動や設計変更などに対応するため、変更契約を行い整備を進め
る。

庁舎等施設改修事業 管財課 43,000 荷揚町小学校跡地複合公共施設開設に伴う施設整備等を行う。

豊予海峡ルート推進事業 企画課 2,300
災害時におけるリダンダンシーの確保や観光需要の拡大、地域産業の発展のた
ため、県と連携して豊予海峡ルート実現に向け機運の醸成を図る。

行政評価制度再構築事業 企画課 1,017
持続可能な行財政基盤を確立するため、内部評価の充実を図るとともに、効果的
な外部評価の仕組みを導入するなど、行政評価制度を再構築する。

新総合計画策定事業 企画課 12,600 今後の大分市のまちづくりの指針を定めるため、新総合計画を策定する。

えひめ・おおいた交流事業 企画課 5,000
愛媛県・大分県の18自治体及び青年会議所、大学等研究機関、観光・交通事業
者等からなる実行委員会を結成し、地域の実情に即した事業構築や実施に取り組
むことで、圏域の活性化を図る。

地域情報化（ＩＣＴ）推進事業 情報政策課 9,161
地域情報化を推進し、市民・企業への行政サービスの向上を図るため、「たのうら
ら」及び荷揚町小学校跡地複合公共施設に公衆無線LANを整備するとともに、
オープンデータ利活用推進のため、アプリコンテストを行う。

デジタルトランスフォーメーション
（ＤＸ）推進事業

情報政策課 25,070
住民の利便性の向上及び業務効率化を図るため、AI-OCRやRPAなどを導入する
とともに、情報セキュリティ確保のためにシステム監査を行う。

アーティストバンク推進事業 文化振興課 5,029
文化・芸術団体や個人のアーティストの情報と、その活動や発表の場となる店舗
等施設の情報をデータベース化し、専用ウェブサイトで公開するとともに、双方の
マッチングを促進する。

青少年グローバル人材育成推進
事業

国際課 5,786
将来の国際化社会を担うグローバル人材を育成するため、姉妹都市のオースチン
市に本市中学生を派遣し、語学研修や現地の学生と交流を行う。

おおいた国際協力啓発月間事業 国際課 2,200
国際関係団体の活動支援や、市民の国際協力、多文化理解の促進を図るため、
おおいたワールドフェスタを開催する。

≪令和5年度6月補正予算（案）事業一覧表≫

13,000,000千円

事業名 所属 事業費 事業内容

2款　総務費
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事業名 所属 事業費 事業内容

パートナーシップ宣誓制度導
入事業

生活安全・男女
共同参画課

343 パートナーシップ宣誓制度を導入し、制度の周知及び啓発を行う。

ホームタウン推進事業 スポーツ振興課 13,000
地域活性化とスポーツ文化の振興を図るため、大分トリニータのホーム開幕戦で
市民招待を行う。

アーバンフェスタ開催事業 スポーツ振興課 2,000
スポーツ振興における新たな魅力の創出として、身近で楽しめるアーバンスポー
ツを推進するためのイベントを開催する。

社会体育施設整備事業
(駄原総合運動公園テニスコート
改修事業含む）

スポーツ振興課 235,200
社会体育施設等の長寿命化や最適化に向けた改修等を行うとともに、令和6年度
全国高等学校総合体育大会のテニス競技が行われる駄原総合運動公園テニス
コートの改修を行う。

コンパルホール施設整備事業 文化振興課 3,000
今後の施設の在り方や諸室機能等について、ワークショップを開催し、市民ニーズ
や意見等を調査する。

宇曽山荘総務費 文化振興課 32,000 宇曽山荘テニスコートの人工芝張替及び案内看板の設置を行う。

おおいた公共施設案内・予約シ
ステム開発事業

文化振興課 115
市民サービスの向上を図るため、オンライン決済等の新たな機能を追加した新シ
ステムの開発を行う。

南大分体育館管理運営事業 スポーツ振興課 33,000 老朽化が進んでいる南大分温水プールの屋根の改修を行う。

国庫補助金等精算返還金 財政課 240,522
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業及び電力・ガス・食料品等価
格高騰緊急支援給付金事業の令和4年度実施分に係る国庫補助金を返還する。

982,632

アウトリーチ等を通じた継続的
支援事業及び参加支援事業

福祉保健課 22,600
社会的孤立にあるなど複合的な課題を抱えながらも支援が届いていない方を把握
し適切な支援機関へつなぐ。また、社会参加に向けた既存の支援では対応できな
い方に対して支援を行う。

生活保護事務処理システム等改
修事業

生活福祉課 3,960
生活保護基準の見直しに伴う生活保護事務処理システム及び中国残留邦人等支
援給付システムの改修を行う。

社会福祉施設等物価高騰対策
緊急支援事業

長寿福祉課
障害福祉課

子育て支援課
子ども入園課

228,000
社会福祉施設等における電気代等高騰相当額を補填することで、エネルギー価
格高騰の影響を受けた施設の事業運営の安定化を図る。

医療的ケア児に対する移動支
援事業

障害福祉課 25,000
喀痰吸引等が必要な医療的ケア児を持つ保護者の身体的・精神的負担を軽減す
るため、通学や通所の移動支援を行う。

老人福祉施設等整備事業 長寿福祉課 94,518
高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、施設整備に係る経費を補助す
る。

介護保険特別会計繰出金 長寿福祉課 22,900
介護保険特別会計にて「介護認定業務システム導入事業」を実施することに伴
い、介護保険特別会計繰出金を追加計上する。

明治校区児童育成クラブ整備事
業

子育て支援課 26,000
明治小学校の建替えに伴い、近隣の旧明治公民館を取り壊し、跡地に新たなクラ
ブ室を整備する。

3款　民生費
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事業名 所属 事業費 事業内容

子育て短期支援事業 子育て支援課 21,000
保護者が病気等の場合に、子どもを一時的に預かる児童養護施設に対して、専
用の居室の整備や専従職員の配置を支援することで、受け入れ体制を拡充し、保
護者の負担軽減を図る。

児童福祉施設整備事業
保育・幼児教育

課
171,746

待機児童解消や安全快適な保育環境整備のため、認可保育所等の施設整備に
に係る経費の一部を補助する。

大分市にこにこ保育支援事業 子ども入園課 31,400
認可外保育施設を利用する保護者の経済的負担の軽減と子どもが健やかに生ま
れ育つ環境の整備を目的に、保育を必要とする第2子以降3歳未満児の保育料を
令和6年4月から無償化するためのシステム開発を行う。

保育施設給付費等申請システ
ム導入事業

子ども入園課 12,500
私立認可保育所等における保育時間の確保や事務の効率化を図るため、給付費
の請求事務手続き等について、本市と各施設がクラウド上でデータを共有できる
システムを導入する。

出産・子育て応援給付金事業
健康課

子育て支援課
186,700

妊娠から出産、子育てまで一貫した相談に応じ必要な支援につなぐ伴走型相談支
援の充実を図るとともに、妊娠及び出生の届出を行った妊産婦等に対する経済的
支援を一体的に実施する。

母子生活支援施設建設事業 子育て支援課 24,700
様々な事情を抱えた母子世帯に、バリアフリーとプライバシーに配慮した環境を提
供するため、老朽化した母子生活支援施設しらゆりハイツの建替を行う。

保育所等運営事業（市立保育
所等おむつ処分事業を含む）

保育・幼児教育
課

9,608
市立保育所等において、使用済みおむつを施設側で処分するなど、保護者の負
担軽減を図る。

市立認定こども園設置事業
保育・幼児教育

課
102,000

市立の幼稚園と保育所の一体化を図り、幼児教育と保育を一体的に提供するた
め、（仮称）しんかすがまち認定こども園の設置に向けた整備を行う。

380,988

子ども医療費助成事業 子育て支援課 4,000

将来を担う子どもたちの健全な育成に寄与するとともに、子育て世帯の経済的負
担を軽減するため、保護者が支払う医療費の自己負担額の助成を行う子ども医
療費助成事業について、令和6年4月診療分より助成範囲を高校生まで拡充する
ためのシステム改修等を行う。

葬斎場改修事業 市民課 105,500
火葬件数の増加等により劣化が進んでいる大分市葬斎場の火葬炉の改修工事及
び空調改修工事を行う。

省エネ家電購入促進事業 環境対策課 95,000
エネルギー価格高騰下における家庭での温室効果ガスの排出削減を図るため、
市内の店舗で購入した省エネ家電の購入費を補助する。
補助率：1/3、補助上限額：30千円

宅配ボックス設置助成事業 環境対策課 4,000
物流における温室効果ガスの排出削減を図るため、既設の戸建住宅及び集合住
宅に設置する宅配ボックスの購入費を補助する。
補助率：1/3、補助上限額：戸建住宅30千円、集合住宅300千円

水素エネルギー導入推進事業 環境対策課 9,155
地球温暖化対策の推進及び水素エネルギー関連の産業を振興するため、大分市
水素利活用計画に基づき、家庭用燃料電池設置費補助金の拡充など本市におけ
る水素社会の実現に取り組む。

新型コロナウイルス検査体制強
化事業

保健総務課 △ 408,000 大分市抗原検査センターの閉鎖に伴い運営に係る経費を減額する。

小児慢性特定疾病児童等付き
添い支援事業

保健予防課 560
小児慢性特定疾病医療受給者証を持つ児童等の保護者の経済的負担軽減を図
るため、長期入院による付き添いで宿泊施設を利用した際の費用を助成する。

新型コロナウイルス感染症対策
事業

保健予防課 △ 330,000
積極的疫学調査や自宅療養者に対する食料等配送業務等の終了に伴い、同業
務に係る経費を減額する。

4款　衛生費
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事業名 所属 事業費 事業内容

新型コロナウイルスワクチン接種
事業

保健予防課 903,000
令和5年春開始接種(5/8～8/31)及び秋開始接種(9月以降)を実施するための体
制を整備する。

新型コロナウイルス感染症検体
搬送事業

衛生課 △ 2,227
PCR検査のための医療機関からの検体搬送業務の終了に伴い、同業務に係る経
費を減額する。

703,859

認定農業者等肥料価格高騰対
策事業

農政課 36,000
認定農業者等の経費負担の一部を軽減し継続を支援するため、肥料の購入費を
補助する。
補助率：1/3

ファーマーズカレッジ事業 農政課 2,379
生産組織と関係機関が連携し、大都市圏で行われる就農相談会への出展などに
より広く新規就農者を募るとともに、新規就農後には、研修や居住に係る経費の
一部を助成する。また、県と連携し大分都市広域圏就業相談会を開催する。

経営体育成基盤整備事業 生産振興課 7,810
将来の農業生産を担う効率的で安定した経営体（担い手）を育成し、その担い手
が地域の農業の中心的役割をはたせるよう、必要となる区画整理や水路、農道等
の整備を行う。

農業体質強化基盤整備促進事
業

生産振興課 1,175
農業の競争力を強化するため、農地の区画化や水路等の基盤整備により、担い
手への農地集積や水田の畑地化を促進する。

畜産飼料価格高騰対策事業 生産振興課 46,000
畜産飼料価格の高騰に直面し、経営に苦慮している畜産経営者に対し、経営の安
定化と事業継続を図るため、飼料購入にかかる経費を補助する。
補助率：1/3

国産飼料利用拡大支援事業 生産振興課 17,500
畜産経営の安定化を図るため、耕畜連携による国産原料の飼料利用を拡大し、
輸入原料への依存を低減する取組みを支援する。

農業振興資金金融対策費 農政課 82
農業者が借り受ける融資に係る保証料、利子負担の一部を軽減することで、農業
経営の継続を図る。

農道整備事業 生産振興課 30,800
市が管理する広域農道の舗装工事や、農作業道の改良工事を行うことで、通行の
安全や農業経営環境の改善を図る。

灌漑排水事業 生産振興課 97,662
農業用水利施設を改修するとともに、県が施工する水利施設の整備・改修に要す
る経費の一部を負担することで、施設の長寿命化を図り、農産物の生産性の向上
を図る。

ため池等整備事業 生産振興課 190,400
農業用水として利用されているため池のうち、大雨や地震時に堤体の決壊等の恐
れがあるものについて、人命や農業施設等への被害を防止するため、整備、補
修、廃止を行う。

畑地化促進事業 生産振興課 1,911
水田を畑地化して畑作物に取り組む農業者に対して、畑地利用への円滑な移行を
促し、畑作物の需要に応じた生産を行うことを目的として、生産が安定するまでの
一定期間、継続的に支援を行う。

森林環境整備促進事業 林業水産課 43,740
森林環境譲与税を財源に適切な森林整備を促進し、林業の振興及び森林の有す
る公益的機能の維持・促進を図る。

漁業者事業継続支援事業 林業水産課 31,000
漁業者の負担を軽減することで出漁を促進し、水産物の水揚量の回復を図るた
め、漁業者の漁船用燃油購入費を補助する。

漁業活動改善促進事業 林業水産課 2,000
漁船の船底掃除等、低燃費航行につながる取組みに対し支援を行う。
補助率：1/2

6款　農林水産業費
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事業名 所属 事業費 事業内容

県営漁港整備事業 林業水産課 65,400
佐賀関漁港において、県の施工する機能施設整備の実施に要する経費の一部を
負担する。

水産振興総合対策事業 林業水産課 10,000
佐賀関地区の漁場等において、県の施工する増殖場の造成工事に要する経費の
一部を負担する。

漁港海岸保全施設整備事業 林業水産課 120,000
高潮による浸水被害が想定される上浦漁港海岸において、海岸保全施設の整備
を行うことで住民の生命・財産等の安全確保を図る。

3,036,940

企業立地推進事業 創業経営支援課 1,456,554
企業の立地を促進し、産業の振興及び雇用機会の拡大を図るため、企業の設備
投資及び新規雇用等に対し助成する。

商店街エネルギー価格高騰対
策等支援事業

商工労政課 40,000
商店街団体等が実施する街路灯等の省エネ化(LEDへの更新等)や、地域におけ
る犯罪抑止を目的とした防犯カメラ設置等の取組みを支援する。
補助率：4/5、補助上限額：2,000千円

若手起業家育成事業 創業経営支援課 16,000
学生等若年層の創業マインドの醸成及びシーズの発掘と育成を図るため、起業の
準備や相談ができる支援拠点を開設（プレオープン)する。

海外販路拡大支援事業 創業経営支援課 2,400
シンガポールをターゲットとして、マーケットインに焦点を当てた事業を行うための
準備段階として、ジェトロ大分と共同で現地の最新ニーズ調査や、レストラン・小売
店関係者等との人脈及び人的ネットワークの構築を図る。

中小企業競争力強化支援事業
（小規模事業者競争力強化支援
事業補助金）

商工労政課 50,000
アフターコロナに向けた事業継続及び競争力の強化を図るため、小規模事業者が
行う販路開拓や業務効率化の取組みを支援する。
補助率：2/3、補助上限額：300千円

おおいた物産・食・観光魅力発信
事業

おおいた魅力発
信局

19,000
大都市圏で行われる物産展等への出展や、「たのうらら」と市内2つの道の駅の連
携イベント等を実施することで、物産・観光・農林水産物等の魅力発信と販路拡大
及び本市への誘客を図る。

プレミアム付商品券発行事業 商工労政課 1,300,000
エネルギーや食料品価格等の物価高騰の影響を受けている地域経済の状況を鑑
み、プレミアム付商品券を発行する。

高島キャンプ場整備事業 観光課 2,000 アフターコロナに向けた観光施策の推進を図るため、高島キャンプ場を整備する。

観光案内所等整備事業 観光課 23,486
アフターコロナに向けた観光施策の推進及び令和6年度の福岡・大分デスティネー
ションキャンペーンの誘客を図るため、観光案内所の拡張や観光協会ホームペー
ジのリニューアルを行う。

交通事業者事業継続支援事
業

観光課 20,000
交通事業者等が実施する観光振興に資する取組みを支援する。
補助率：2/3、補助上限額：3,000千円

ワーケーション推進事業 観光課 6,300
交流人口の拡大及び地域活性化を図るため、出張者等の滞在時間延長が期待で
きるワーケーションに関する滞在プログラムのモニターツアー等を実施する。

着地型観光推進事業 観光課 3,200
工場夜景クルーズのモニターツアーや御城印の作製・販売を行い、新たな観光事
業の創出や観光客の増加を図る。

西部海岸地区憩い・交流拠点施
設整備事業

おおいた魅力発
信局

31,000
「たのうらら」の整備において、計画地内に地中障害物があることが確認されたた
め、撤去に係る追加工事を実施する。

7款　商工費
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事業名 所属 事業費 事業内容

動物園管理事業 観光課 67,000 高崎山自然動物園のさるっこレールについて老朽化に係る更新工事を行う。

4,834,291

道路改良事業県工事負担金 土木管理課 88,395
市内の県道整備を促進し道路環境改善を図るため、県が行う道路改良工事に係
る事業費の一部を負担する。

道路新設改良事業 道路建設課 376,700
地元要望等に基づき、道路改良、待避所設置等を行い、車両及び歩行者の安全
な通行と良好な生活環境を確保する。

道路舗装事業 道路建設課 540,700
路面の老朽化が著しい路線から順次舗装修繕を行い、安全かつ円滑な道路交通
の確保を図る。

公共道路事業 道路建設課 120,737
市道の新設や改良を行い、安全かつ快適な交通の確保を図る。
（横尾20号線、安友線、中判田駅前下判田線、入蔵線など）

交通安全対策事業費 道路建設課 955,082
交差点改良、歩道改良等の交通安全事業を実施することにより、交通の安全を図
る。（荷揚4号線、未就学児等交通安全対策事業、川床楠木生2号線、猪野森町線
など）

橋梁等維持改良事業 道路建設課 227,800 市道橋梁の改修、修繕工事による交通機能の維持保全を図る。

大分川下流域かわまちづくり事
業

河川・みなと振興
課

1,200
大分川下流域において、地域住民や河川管理者である国土交通省と連携し、都
市部における水と緑のオープンスペースとして人々が親しめる水辺拠点を整備す
る。

港湾等施設整備事業県工事負
担金

河川・みなと振興
課

195,500
港湾施設の保全及び機能確保を図るため、国及び県が行う港湾工事に係る事業
費の一部を負担する。

河川整備事業（自然災害防止）
河川・みなと振興

課
193,000

浸水被害解消のため、佐賀関馬場地区において既存河川の部分改修と流域ごと
の排水路を整備するとともに、宮尾川の改良工事を行う。

河川維持改良事業
河川・みなと振興

課
171,000

市が管理する準用河川・普通河川・法定外公共物（水路）において、適切な維持改
良工事を実施し、治水・利水機能の充実を図る。

急傾斜地崩壊対策事業県工事
負担金

河川・みなと振興
課

52,850
急傾斜地崩壊による災害を防止するため、県が行う防災工事に係る事業費の一
部を負担する。

都市計画総務費（県工事負担
金）

都市計画課 869,250
県施工事業である庄の原佐野線、鶴崎駅前松岡線等の調査・整備に要する経費
の一部を負担する。

鉄道残存敷整備・活用事業 まちなみ整備課 7,500

大分駅付近連続立体交差事業により生み出された鉄道残存敷において、地元協
議を行いながら、大友氏遺跡等の周辺施設との連携を考慮した利活用を検討し、
西大分港からJR大分駅、大友氏遺跡、大分川へとつながる東西軸としての整備を
行う。

末広町一丁目地区市街地再開
発事業

まちなみ企画課 153,782
地権者が主体となった都市再開発法に基づく第一種市街地再開発事業に対し補
助することにより、土地の合理的かつ健全な高度利用による都市機能の更新、中
心市街地の活性化及び地区の防災性の向上を図る。

名誉市民追悼関連事業 まちなみ企画課 7,500
大分市のまちづくりにおいて多大な貢献をされた建築家磯崎新氏の追悼イベント
を大分市美術館及び祝祭の広場で開催する。

8款　土木費
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事業名 所属 事業費 事業内容

歩きたくなるまちづくり事業 まちなみ企画課 3,000
中心市街地の快適性、賑わい創出、回遊性及び滞留性の向上のため、歩行者空
間を活用し、休憩ベンチやデザインベンチを寄附等により設置する。

街路事業（単独） まちなみ整備課 115,400
都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた良好な市街地の形成
を図るため、都市計画法に基づき、道路等を都市計画事業として整備する。（王子
町椎迫線）

都市公園事業（単独　街区公園） 公園緑地課 29,355
公園を整備し、快適な都市環境・景観を創出するとともに、地域住民の憩いの場
及び災害時の避難場所とする。（横尾3号公園）

公園管理費 公園緑地課 281,625
市内794箇所の都市公園、その他公園36箇所の計830箇所に係る維持管理費な
どを追加計上するほか、市内の県営都市公園（大洲総合運動公園、高尾山自然
公園、大分スポーツ公園）の維持管理や改修に係る経費の一部を負担する。

大分城址公園整備・活用事業 公園緑地課 33,500
府内城址の歴史的特性を活かし、市民のいこいの場や駅北中心市街地のにぎわ
いの拠点となるよう、大分城址公園の再整備の一環として、城壁の演出照明工事
を実施する。

公園施設長寿命化事業 公園緑地課 47,000
公園施設長寿命化計画に基づき、計画的に遊具等の補修・更新を行い事業費の
平準化を図るとともに、予防保全の観点から施設の機能保全を行いライフサイク
ルコストの低減を図る。

都市公園安全・安心対策事業 公園緑地課 68,300
市が管理している都市公園内の老朽化しているトイレの建替（多目的トイレへの建
替）や、園路の改修を行い、バリアフリー化による利用者の安全性・利便性の向上
を図る。

都市公園ストック再編事業 公園緑地課 2,250
小規模開発に伴い狭小な児童公園が密集して整備されている地区では、公園機
能の重複がみられ、少子高齢化に伴い利用者が減少していることから、地域ニー
ズに合わせた公園機能を整備する。

植物園管理費 公園緑地課 3,000
佐野植物公園の鑑賞温室及びぽかぽか池の熱源である佐野清掃センターの運用
停止や、「たのうらら」に移設される路面電車展示跡地の整備のほか、施設の老朽
化等の状況を踏まえた調査を行う。

新たなモビリティサービス事業
（住宅団地の移動支援事業を
含む）

都市交通対策課 21,000
救急・災害時を想定した民間事業者等による空飛ぶクルマの試験飛行を実施する
とともに、新たに高齢化が進む住宅団地における移動支援の検討を行う。

鉄道新駅周辺等調査事業 都市交通対策課 3,000 下郡地区におけるJRの新駅設置に関する調査・検討を行う。

大分市地域公共交通計画事業 都市交通対策課 6,000
交通計画に基づき、路線ネットワーク、ダイヤ等の見直しについて、路線バスを鉄
道駅と接続するなど事業者間の連携を含め、利用者の利便性の向上に資する取
組みについて調査・検討を行う。

スマートサポートステーション
導入駅人員配置事業

都市交通対策課 5,000
JR九州がスマートサポートステーションのサービスを開始する市内の5駅（高城、
鶴崎、大在、坂ノ市、中判田）について、人員を配置し駅構内の案内や利用者の
見守りを行う。

路線バス運行支援事業 都市交通対策課 25,000
新型コロナウイルス感染症や燃料費高騰などの影響により、路線バスの収支が悪
化している乗合バス事業者の運行経費（令和5年10月～3月運行分）を支援する。
補助対象経費：市内路線の損益の一部、補助率：1/2

交通事業者事業継続支援事
業

都市交通対策課 100,000
交通事業者の持続的な地域公共交通の維持に資する取組を支援する。
補助率：2/3、補助上限額：100～6,000千円

屋根の耐風診断及び改修事
業

開発建築指導課 2,865

建築基準法が改正され、屋根瓦の結束方法が強化されたことから屋根瓦の耐風
診断及び改修費を補助する。
（診断）補助率：2/3、補助上限額：21千円
（改修）補助率：23％、補助上限額：552千円

雨水処理経費繰出金 財政課 66,000
台風等、内水による浸水被害軽減のため、上下水道局が下郡地区において行う
災害対策ポンプ施設整備に対して繰出金を追加計上する。
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事業名 所属 事業費 事業内容

下水道維持改良事業
河川・みなと振興

課
8,000

生活排水及び雨水施設の維持改良を行い、生活環境の整備及び排水管の流下
能力の確保や河川等の水質保全を図る。

市営住宅補修・改良事業 住宅課 53,000
入居者が安全で安心して生活できる環境の維持を図るため、市営住宅の補修・改
良を行う。

202,700

非常備消防費
（消防団詰所等施設整備事業）

消防総務課 33,800
消防団施設である車庫詰所を整備し、消防団活動が円滑に行えるよう環境を整え
ることで、地域の防災力を高め、災害による被害の軽減に資する。
（稙田東部分団口戸部、判田分団第2部昆布刈・第3部高江）

消防施設費（一般管理） 消防総務課 80,000
消防施設を計画的に改修することで、施設の維持管理及び職員の安全・衛生管理
面が改善され、効率の良い市民サービスの提供に資する。
（東大分出張所）

防火水槽等整備事業 消防総務課 20,000
耐震性貯水槽を整備することで、大規模地震等の災害対応及び断水時において、
早期に消防水利を確保し、迅速な消火及び延焼防止を図る。
（鶴崎（設置）、志生木（撤去））

常設災害対策本部整備事業 防災危機管理課 8,400
荷揚町小学校跡地に建設している複合公共施設の5階に、避難情報発令判断機
能等を搭載したシステムを備えた常設の災害対策本部室を整備する。

被災者救援物資等備蓄事業 防災危機管理課 22,000
大規模災害時に、外部からの救援物資等が供給できる体制が整うまでに必要な
食糧や水、生活必需品等を地域の防災拠点となる施設に分散備蓄する。

津波緊急避難施設整備事業 防災危機管理課 1,500
家島地区には津波避難ビル等が存在しないため、逃げ遅れた住民等の緊急避難
が可能な施設を整備する。

津波防災促進事業 防災危機管理課 2,000
県が津波災害警戒区域の指定を進めているなかで、最大クラスの津波を想定した
津波ハザードマップを作成するため、津波避難ビルの現況調査を行う。

戸次地区防災拠点施設整備事
業

防災危機管理課 30,000
戸次地区に災害救援物資の輸送拠点としての機能と風水害時における地域住民
等の緊急避難場所としての機能を併せ持った防災拠点施設を整備する。

災害予防対策伐採事業 防災危機管理課 5,000
激甚化する自然災害に対し、倒木による道路通行支障及び長期間停電の未然防
止のため、九州電力送配電㈱と共同で森林整備を行う。

1,075,408

大分市奨学資金拡充検討事
業

学校教育課 365
大分で活躍する優秀な人材の育成・確保に資することを目的とした奨学資金事業
の創設に向けた調査研究を行う。

教育の情報化推進事業 教育センター 52,903 情報教育を推進するため、大在東小学校の開校に伴うネットワーク整備を行う。

賀来小中学校施設整備事業 学校施設課 27,165
小中一貫教育校である賀来小中学校について、中学校北校舎の長寿命化改修に
併せて、老朽化が進んでいる小学校南北校舎及び中学校南校舎を解体し、中学
校敷地に当該3校舎を一体整備することで、教育環境の向上を図る。

小中学校特別教室等空調設
備整備事業

学校施設課 10,000
児童生徒及び教職員に望ましい学習・生活環境及び就労環境を提供することを目
的に、特別教室等及び体育館に空調設備を整備する。

9款　消防費

10款　教育費
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事業名 所属 事業費 事業内容

小学校運営事業 学校教育課 20,750
大在東小学校図書館の「読書センター」及び「学習・情報センター」としての機能を
充実させるため、図書の整備を行う。

小学校施設管理事業 学校施設課 57,000 学校運営の円滑化を図るため、小学校施設の維持管理、営繕工事を行う。

小学校施設整備保全事業（小学
校施設長寿命化改修事業を含
む）

学校施設課 69,300
大分市教育施設整備保全計画に基づく長寿命化改修など、小学校施設の整備を
行う。

大在東小学校施設整備事業 学校施設課 457,347
大在中学校区の人口増加に伴い、大在小学校及び大在西小学校の適切な学級
規模を保持するため、大在中学校区全体の通学区域の再編を含めた分離新設校
の整備を行う。

明治小学校施設整備事業 学校施設課 2,300
児童数が増加傾向の明治小学校において、校舎の改築やグラウンド整備等、一
体的な施設整備を行い、教育環境の向上及び敷地の有効活用を図る。

中学校施設管理事業 学校施設課 62,000 学校運営の円滑化を図るため、中学校施設の維持管理、営繕工事を行う。

中学校施設整備保全事業（中学
校施設長寿命化改修事業を含
む）

学校施設課 12,330
大分市教育施設整備保全計画に基づく長寿命化改修など、中学校施設の整備を
行う。

市立幼稚園給食材料費高騰対
策事業補助金

保育・幼児教育
課

300
保護者の経済的負担を増やさずに給食の提供を続けるため、物価高騰による給
食費値上げ相当分を補助する。

社会福祉施設等物価高騰対策
緊急支援事業

子ども入園課 6,000
私立幼稚園における電気代等高騰相当額を補填することで、エネルギー価格高
騰の影響を受けた施設の事業運営の安定化を図る。

文化財保護一般事業 文化財課 35,000
国指定史跡の亀塚古墳や里官衙遺跡に隣接する海部古墳資料館の空調設備を
更新し、歴史観光拠点や地域の歴史学習の場としての更なる利用を図る。

地域文化資源保存活用推進事
業（DXによる地域文化資源の継
承及び活用推進事業を含む）

文化財課 8,882
デジタルアーカイブの開設・運用や、地域伝統文化の継承を支援することで、本市
の貴重な文化遺産への興味・関心を高め、地域活性化や観光への活用の促進を
図る。

史跡地等公有化事業（城原・
里遺跡）

文化財課 57,120
城原・里遺跡の一部である国指定史跡「里官衙遺跡」は、飛鳥時代から奈良時代
の役所の成立と変遷を示す重要な遺跡であるため、公有化を進めることにより、
適切に保護・保存し、その価値を次世代へと継承する。

地区公民館管理運営事業 市民協働推進課 18,546 本市が設置、管理・運営している市内13の地区公民館の改修工事等を実施する。

公民館類似施設整備事業 市民協働推進課 50,400
地域が管理運営する校区公民館・自治公民館の新築や改築、修繕等、耐震診断
及び耐震改修工事等に要する経費の一部を補助する。

地区公民館施設整備事業（稙
田公民館施設整備事業を含む）

社会教育課 24,500
大分市公共施設等総合管理計画及び大分市教育施設整備保全計画に基づく地
区公民館の施設整備を行うもので、令和5年度からは新たに稙田公民館の大規模
改修を行い、施設の長寿命化及び利便性向上を図る。

美術館管理運営事業 美術振興課 85,000
荷揚町小学校跡地複合公共施設内のコモンスペースの開設に必要な備品を購入
するとともに、大分市美術館のスポット照明をＬＥＤ化することで、施設の適切な維
持管理運営を図る。

新たな知の拠点整備事業 美術振興課 5,700
デジタルアーカイブの構築・公開による磯崎新氏関係資料の活用等により、博物
館・研究機関・図書館的機能を併せ持つ複合交流施設の整備を目指し、新たな知
の拠点整備基本計画に着手する。
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事業名 所属 事業費 事業内容

学校給食管理事業 体育保健課 6,500
安心安全な給食の提供のため、大在東小学校の開校に伴い必要な給食用品を購
入する。

中学生学校給食費無償化事
業

体育保健課 6,000
部活や塾等で教育費の負担が大きくなる中学生がいる世帯の経済的負担を軽減
するため、3学期の学校給食提供分から中学生の学校給食費を無償化する。

◎特別会計 （単位：千円）

【介護保険特別会計】
介護認定業務システム導入事
業

長寿福祉課 23,000
介護認定業務の効率化を図るため、タブレット端末、電子調査票作成のソフトウェ
ア及びペーパーレス会議システムを導入する。

23,000千円

事業名 所属 事業費 事業内容
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（単位：千円）

部　　名

総 務 部 107,656 一般管理費 38,756

9,000

29,756

災害対策費 68,900

常設災害対策本部整備事業 8,400

被災者救援物資等備蓄事業 22,000

津波緊急避難施設整備事業 1,500

津波防災促進事業 2,000

戸次地区防災拠点施設整備事業 30,000

5,000

《債務負担行為》

戸次地区防災拠点施設整備事業（防災倉庫） 90,000

企 画 部 1,452,084 財産管理費 1,065,606

荷揚町小学校跡地複合公共施設整備事業

企画費 20,917

豊予海峡ルート推進事業 2,300

1,017

12,600

えひめ・おおいた交流事業 5,000

電子計算費 34,231

地域情報化（ＩＣＴ）推進事業 9,161

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進事業

25,070

文化推進費 5,029

アーティストバンク推進事業

国際化推進費 7,986

青少年グローバル人材育成推進事業 5,786

おおいた国際協力啓発月間事業 2,200

スポーツ振興費 250,200

ホームタウン推進事業 13,000

2,000

社会体育施設整備事業 235,200

　駄原総合運動公園テニスコート改修事業

コンパルホール費 3,000

コンパルホール施設整備事業

宇曽山荘費 32,000

宇曽山荘総務費

ホルトホール大分費 115

おおいた公共施設案内・予約システム開発事業

南大分体育館費 33,000

南大分体育館管理運営事業

《債務負担行為》

学齢簿・就学援助システム調達業務委託料 45,000

システム監査業務委託料 6,000

おおいた公共案内・予約システム開発及び運用保守業務委託料 296,000

駄原総合運動公園テニスコート改修事業 210,000

140,000

令和5年度6月補正予算（案）部別一覧表

金　　額 主　　な　　経　　費
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（単位：千円）

部　　名

令和5年度6月補正予算（案）部別一覧表

金　　額 主　　な　　経　　費

財 務 部 349,522 財産管理費 43,000

庁舎等施設改修事業

臨時特別給付金費 240,522

国庫補助金等精算返還金

下水道総務費 66,000

公共下水道事業会計繰出金

市 民 部 183,266 一般管理費 8,477

地域まちづくりビジョンフォローアップ事業 3,477

防犯設備補助事業 5,000

男女共同参画推進費 343

葬斎場費 105,500

葬斎場改修事業

公民館費 68,946

地区公民館管理運営事業 18,546

公民館類似施設整備事業 50,400

《債務負担行為》

葬斎場火葬炉改修事業 520,000

福 祉 保 健 部 700,011 社会福祉総務費 24,580

22,600

生活保護事務処理システム等改修事業 1,980

障がい者自立支援費 39,000

社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業負担金

地域生活支援事業費 25,000

老人福祉総務費 236,518

社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業負担金 142,000

老人福祉施設等整備事業 94,518

介護保険事業費 22,900

介護保険特別会計繰出金

児童福祉総務費 186,700

出産・子育て応援給付金事業

生活保護総務費 1,980

生活保護事務処理システム等改修事業

保健所総務費 △ 408,000

新型コロナウイルス検査体制強化事業

保健対策費 560

予防費 573,000

新型コロナウイルス感染症対策事業 △ 330,000

新型コロナウイルスワクチン接種事業 903,000

環境衛生費 △ 2,227

新型コロナウイルス感染症検体搬送事業

(介 護 保 険 23,000

特 別 会 計 )
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（単位：千円）

部　　名

令和5年度6月補正予算（案）部別一覧表

金　　額 主　　な　　経　　費

子 ど も 456,254 児童福祉総務費 309,646

す こ や か 部 児童育成クラブ事業 26,000

子育て短期支援事業 21,000

児童福祉施設整備事業 171,746

児童福祉振興事業 89,900

　社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業負担金

病児保育事業 1,000

　社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業負担金

児童福祉施設費 136,308

母子生活支援施設建設事業 24,700

保育所等運営事業 9,462

へき地保育所運営事業 146

市立認定こども園設置事業 102,000

子ども医療助成費 4,000

子ども医療費助成事業

幼稚園費 6,300

市立幼稚園給食材料費高騰対策事業補助金 300

社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業負担金 6,000

《債務負担行為》

母子生活支援施設建替工事実施設計業務委託料 45,100

子ども医療費助成システム改修業務委託料 39,000

（仮称）しんかすがまち認定こども園施設整備事業 110,000

保育施設給付費等申請システム運用保守業務委託料 31,000

環 境 部 108,155 環境対策費 108,155

地球温暖化対策推進事業 99,000

水素エネルギー導入推進事業 9,155

商工労働観光部 3,036,940 商工業振興費 2,883,954

企業立地推進事業 1,456,554

40,000

若手起業家育成事業 16,000

海外販路拡大支援事業 2,400

中小企業競争力強化支援事業 50,000

おおいた物産・食・観光魅力発信事業 19,000

プレミアム付商品券発行事業 1,300,000

31,400

46,000

4,346

12,500

95,000

4,000
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（単位：千円）

部　　名

令和5年度6月補正予算（案）部別一覧表

金　　額 主　　な　　経　　費

観光費 85,986

観光管理費 45,486

　高島キャンプ場整備事業

　観光案内所等整備事業

豊の都市おおいた情報発信事業 9,500

西部海岸地区憩い・交流拠点施設整備事業 31,000

高崎山自然動物園費 67,000

動物園管理事業

《債務負担行為》

企業立地促進助成金（令和5年度分） 1,440,000

高島キャンプ場整備事業 183,000

西部海岸地区憩い・交流拠点施設オープニングイベント業務委託料 8,000

農 林 水 産 部 703,859 農業振興費 47,364

認定農業者等肥料価格高騰対策事業 36,000

ファーマーズカレッジ事業 2,379

経営体育成基盤整備事業 7,810

農業体質強化基盤整備促進事業 1,175

畜産振興費 63,500

畜産飼料価格高騰対策事業 46,000

17,500

農業振興資金金融対策費 82

農道整備事業費 30,800

灌漑排水事業費 288,062

灌漑排水事業 97,662

ため池等整備事業 190,400

水田農業活性化対策事業費 1,911

畑地化促進事業

林業振興費 43,740

森林環境整備促進事業

水産業振興費 228,400

漁業者事業継続支援事業 31,000

2,000

県営漁港整備事業 65,400

水産振興総合対策事業 10,000

漁港海岸保全施設整備事業 120,000

土 木 建 築 部 2,983,964 道路新設改良費 465,095

道路改良事業県工事負担金 88,395

道路新設改良事業 376,700

道路舗装費 540,700

団地内舗装修繕事業 150,000

道路舗装事業 390,700

6,300

3,200

2,000

23,486

20,000
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（単位：千円）

部　　名

令和5年度6月補正予算（案）部別一覧表

金　　額 主　　な　　経　　費

公共道路事業費 120,737

横尾20号線 38,550

安友線 29,100

中判田駅前下判田線 22,818

入蔵線 20,000

交通安全対策事業費 955,082

荷揚4号線 124,400

未就学児等交通安全対策事業 114,900

川床楠木生2号線 105,255

猪野森町線 74,500

橋梁維持費 227,800

河川総務費 196,700

大分川下流域かわまちづくり事業 1,200

港湾等施設整備事業県工事負担金 195,500

河川整備事業費 193,000

佐賀関馬場地区浸水対策事業 175,000

宮尾川改良事業 18,000

河川維持改良費 171,000

砂防費 52,850

急傾斜地崩壊対策事業県工事負担金

下水道維持改良費 8,000

住宅管理費 53,000

市営住宅補修・改良事業

《債務負担行為》

佐賀関馬場地区浸水対策事業 50,000

宮尾川改良事業 15,000

今堤川改良事業 10,000

中尾川改良事業 10,000

片野川改良事業 20,000

都 市 計 画 部 1,784,327 都市計画総務費 1,041,032

都市計画総務費（県工事負担金） 869,250

鉄道残存敷整備・活用事業 7,500

末広町一丁目地区市街地再開発事業 153,782

都市計画総務費（まちなみ企画課） 10,500

街路事業費 115,400

都市公園事業費 29,355

公園管理費 432,675

公園管理費 281,625

大分城址公園整備・活用事業 33,500

公園施設長寿命化事業 47,000

都市公園安全・安心対策事業 68,300

2,250

植物園管理費 3,000

3,000

7,500
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（単位：千円）

部　　名

令和5年度6月補正予算（案）部別一覧表

金　　額 主　　な　　経　　費

都市交通対策費 160,000

新たなモビリティサービス事業 21,000

交通対策事業 139,000

　鉄道新駅周辺等調査事業

　地域公共交通計画事業

建築指導費 2,865

教 育 委 員 会 1,000,162 事務局費 365

教育センター費 52,903

教育の情報化推進事業

教育施設整備費 37,165

賀来小中学校施設整備事業 27,165

10,000

学校管理費 147,050

小学校運営事業 20,750

小学校施設管理事業 57,000

小学校施設整備保全事業 69,300

　小学校施設長寿命化改修事業

学校建設費 459,647

大在東小学校施設整備事業 457,347

2,300

学校管理費 74,330

中学校施設管理事業 62,000

中学校施設整備保全事業 12,330

　中学校施設長寿命化改修事業

文化財保護費 101,002

文化財保護一般事業 35,000

地域文化資源保存活用推進事業 8,882

　DXによる地域文化資源の継承及び活用推進事業

57,120

公民館費 24,500

地区公民館施設整備事業 24,500

美術館費 85,000

美術館管理運営事業

アートプラザ費 5,700

新たな知の拠点整備事業

学校給食費 12,500

学校給食管理事業 6,500

6,000

《債務負担行為》

新たな知の拠点整備基本計画策定業務委託料 19,000

5,000

100,000

15,000

3,000

6,000

25,000

5,530

17,000

57,900

5,882
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（単位：千円）

部　　名

令和5年度6月補正予算（案）部別一覧表

金　　額 主　　な　　経　　費

消 防 局 133,800 非常備消防費 33,800

消防団詰所等施設整備事業

消防施設費 100,000

一般管理費 80,000

防火水槽等整備事業 20,000
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（単位：千円）

1 名誉市民追悼関連事業
総務課

まちなみ企画課
16,500

名誉市民であり大分市のまちづくりにおいて多大な貢献を果たされた
建築家磯崎新氏の追悼関連行事を開催する。

2 大分県物品入札電子化共同運用事業 契約監理課 29,756
入札参加資格審査の審査基準や手続きを県と市町村で統一化するとと
もに、競争入札等の手続きを電子化し、共同運用する。

3 行政評価制度再構築事業 企画課 1,017
持続可能な行財政基盤を確立するため、内部評価の充実を図るととも
に、効果的な外部評価の仕組みを導入するなど、行政評価制度を再構
築する。

4 新総合計画策定事業 企画課 12,600
今後の大分市のまちづくりの指針を定めるため、新総合計画を策定す
る。

5 パートナーシップ宣誓制度導入事業
生活安全・男女共同

参画課
343 パートナーシップ宣誓制度を導入し、制度の周知・啓発を行う。

6 アーバンフェスタ開催事業 スポーツ振興課 2,000
スポーツ振興における新たな魅力の創出として、身近で楽しめるアー
バンスポーツを推進するためのイベントを開催する。

7
アウトリーチ等を通じた継続的支援事業及び
参加支援事業

福祉保健課 22,600
社会的孤立にあるなど複合的な課題を抱えながらも支援が届いていな
い方を把握し適切な支援機関へつなぐ。また、社会参加に向けた既存
の支援では対応できない方に対して支援を行う。

8 医療的ケア児に対する移動支援事業 障害福祉課 25,000
喀痰吸引等が必要な医療的ケア児を持つ保護者の身体的・精神的負担
を軽減するため、通学や通所の移動支援を行う。

9 大分市にこにこ保育支援事業 子ども入園課 31,400

認可外保育施設を利用する保護者の経済的負担の軽減と子どもが健や
かに生まれ育つ環境の整備を目的に、保育を必要とする第2子以降3歳
未満児の保育料を令和6年4月から無償化するためのシステム開発を行
う。

10 保育施設給付費等申請システム導入事業 子ども入園課 12,500
私立認可保育所等における保育時間の確保や事務の効率化を図るた
め、給付費の請求事務手続き等について、本市と各施設がクラウド上
でデータを共有できるシステムを導入する。

11 市立保育所等おむつ処分事業 保育・幼児教育課 4,346
市立保育所等における保護者の負担軽減を図るため、使用済みおむつ
を施設側で処分する。

12 省エネ家電購入促進事業 環境対策課 95,000
エネルギー価格高騰下における家庭での温室効果ガスの排出削減を図
るため、市内の店舗で購入した省エネ家電の購入費を補助する。
補助率：1/3、補助上限額：30千円

13 宅配ボックス設置助成事業 環境対策課 4,000
物流における温室効果ガスの排出削減を図るため、既設の戸建住宅及
び集合住宅に設置する宅配ボックスの購入費を補助する。
補助率：1/3、補助上限額：戸建住宅30千円、集合住宅300千円

14 小児慢性特定疾病児童等付き添い支援事業 保健予防課 560
小児慢性特定疾病医療受給者証を持つ児童等の保護者の経済的負担軽
減を図るため、長期入院による付き添いで宿泊施設を利用した際の費
用を助成する。

15 国産飼料利用拡大支援事業 生産振興課 17,500
畜産経営の安定化を図るため、耕畜連携による国産原料の飼料利用を
拡大し、輸入原料への依存を低減する取組みを支援する。

16 漁業活動改善促進事業 林業水産課 2,000
漁船の船底掃除等、低燃費航行につながる取組みに対し支援を行う。
補助率：1/2

17 商店街エネルギー価格高騰対策等支援事業 商工労政課 40,000

商店街団体等が実施する街路灯等の省エネ化(LEDへの更新等)や、地域
における犯罪抑止を目的とした防犯カメラ設置等の取組みを支援す
る。
補助率：4/5、補助上限額：2,000千円

18 交通事業者事業継続支援事業
観光課

都市交通対策課
120,000

交通事業者の持続的な地域公共交通の維持や観光振興に資する取組み
を支援する。
補助率：2/3、補助上限額：100千円～6,000千円

19 ワーケーション推進事業 観光課 6,300
交流人口の拡大及び地域活性化を図るため、出張者等の滞在時間延長
が期待できるワーケーションに関する滞在プログラムのモニターツ
アー等を実施する。

令和5年度6月補正予算(案)　新規事業一覧表

No 事        業        名 課　　名 事 業 費 事        業        内        容
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（単位：千円）

令和5年度6月補正予算(案)　新規事業一覧表

No 事        業        名 課　　名 事 業 費 事        業        内        容

20 着地型観光推進事業 観光課 3,200
工場夜景クルーズのモニターツアーや御城印の作製・販売を行い、新
たな観光事業の創出や観光客の増加を図る。

21 歩きたくなるまちづくり事業 まちなみ企画課 3,000
中心市街地の快適性、賑わい創出、回遊性及び滞留性の向上のため、
歩行者空間を活用し、休憩ベンチやデザインベンチを寄附等により設
置する。

22 都市公園ストック再編事業 公園緑地課 2,250
小規模開発に伴い狭小な児童公園が密集して整備されている地区で
は、公園機能の重複がみられ、少子高齢化に伴い利用者が減少してい
ることから、地域ニーズに合わせた公園機能を整備する。

23 住宅団地の移動支援事業 都市交通対策課 15,000
高齢化が進む住宅団地において、買い物や通院などの日常生活に必要
な移動支援の検討を行う。

24
スマートサポートステーション導入駅人員配
置事業

都市交通対策課 5,000
JR九州がスマートサポートステーションのサービスを開始する市内の5
駅（高城、鶴崎、大在、坂ノ市、中判田）について、人員を配置し駅
構内の案内や利用者の見守りを行う。

25 路線バス運行支援事業 都市交通対策課 25,000

新型コロナウイルス感染症や燃料費高騰などの影響により、路線バス
の収支が悪化している乗合バス事業者の運行経費（令和5年10月～令和
6年3月運行分）を支援する。
補助対象経費：市内路線の損益の一部、補助率：1/2

26 屋根の耐風診断及び改修事業 開発建築指導課 2,865

建築基準法が改正され、屋根瓦の結束方法が強化されたことから屋根
瓦の耐風診断及び改修費を補助する。
（診断）補助率：2/3、補助上限額：21千円
（改修）補助率：23％、補助上限額：552千円

27 災害予防対策伐採事業 防災危機管理課 5,000
激甚化する自然災害に対し、倒木による道路通行支障及び長期間停電
の未然防止のため、九州電力送配電㈱と共同で森林整備を行う。

28 大分市奨学資金拡充検討事業 学校教育課 365
大分で活躍する優秀な人材の育成・確保に資することを目的とした奨
学資金事業の創設に向けた調査研究を行う。

29 小中学校特別教室等空調設備整備事業 学校施設課 10,000
児童生徒及び教職員に望ましい学習・生活環境及び就労環境を提供す
ることを目的に、特別教室等及び体育館に空調設備を整備する。

30 明治小学校施設整備事業 学校施設課 2,300
児童数が増加傾向の明治小学校において、校舎の改築やグラウンド整
備等、一体的な施設整備を行い、教育環境の向上及び敷地の有効活用
を図る。

31 史跡地等公有化事業（城原・里遺跡） 文化財課 57,120

城原・里遺跡の一部である国指定史跡「里官衙遺跡」は、飛鳥時代か
ら奈良時代の役所の成立と変遷を示す重要な遺跡であるため、公有化
を進めることにより、適切に保護・保存し、その価値を次世代へと継
承する。

32 稙田公民館施設整備事業 社会教育課 17,000
大分市公共施設等総合管理計画及び大分市教育施設整備保全計画に基
づき、稙田公民館の大規模改修を行い、施設の長寿命化及び利便性向
上を図る。

33 中学生学校給食費無償化事業 体育保健課 6,000
部活や塾等で教育費の負担が大きくなる中学生がいる世帯の経済的負
担を軽減するため、3学期の学校給食提供分から中学生の学校給食費を
無償化する。

34
【介護保険特別会計】
介護認定業務システム導入事業

長寿福祉課 23,000
介護認定業務の効率化を図るため、タブレット端末、電子調査票作成
のソフトウェア及びペーパーレス会議システムを導入する。

620,522合　　　計
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